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経営革新など特別の法律に基づく新たな事業展開や事業承継、収益体質強化のための計画を策定し、 

収益体質の強化を図ろうとする事業者を支援するため、必要な資金について、県制度融資において低利・

長期のメニューを創設しました。 
 

制 度 名 新事業展開強化資金 

対 象 者 

中小企業者、組合又は中小特定非営利活動法人であって、次に掲げるいずれ
かの事業を行うため資金を必要とするもの 
（１）特別の法律等に基づき承認、認定等を受けて実施する事業 
（２）県の中長期的な施策に関連する事業で研究開発支援に関連する事業

のうち一定の要件に該当するもの 

（３）技術又は事業の新規性が認められる事業 
（４）収益体質の強化となる計画を策定し、商工会議所等の確認を受けてお

り、かつ商工会議所等の指導機関の指導を継続して受けて実施する 
事業 

（５）その他知事が特に認めた事業 

融 資 限 度 額 
設備資金  ８，０００万円 
運転資金  ５，０００万円 

資 金 使 途 設備資金、運転資金 

融 資 期 間 
設備資金 １２年以内（据置期間１年以内を含む。） 
運転資金 １０年以内（据置期間１年以内を含む。） 

返 済 方 法 元金均等分割返済 

融 資 利 率 
責任共有利率  年１．3５％（固定） 

責任共有外利率 年１．2０％（固定） 

信用保証料率 年０．４０％～年１．７０％ 

担 保 取扱金融機関又は信用保証協会の決定によります 

連 帯 保 証 人 
法人 取扱金融機関又は信用保証協会の決定によります 
個人 原則として不要 

取 扱 期 間 令和７年４月１日～令和８年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

商工会議所、商工会、中小企業団体中央会、商工会連合会、 

しまね産業振興財団 

 

 

新 事 業 展 開 強 化 資 金 

新事業展開強化資金ご利用の流れ 

融資の 
申込み 

保証承諾 

融資実行 

お問合せ先  島根県商工労働部中小企業課金融グループ 

ＴＥＬ0852-22-5882ホームページアドレス https://www.pref.shimane.lg.jp/keieishien/ 

 

 
 ※計画（収益体質強化計画等）

を策定し、商工会議所等が

内容を確認する。 

 

 
※審査の結果ご希望 

に添えない場合が 

あります。 

申し込み先 

融資審査 
保証審査 

 
 

法認定・承認、

計画の策定及

び確認 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 下請中小企業振興法の承認を受けた振興事業計画 

２ 中小企業等経営強化法の承認を受けた経営革新計画又は認定を受けた異分野連携 

新事業分野開拓計画 

３ 産業競争力強化法の認定を受けた新事業活動計画及び事業再編計画等 

４ 中小企業ものづくり基盤技術の高度化に関する法律の認定を受けた 

特定研究開発等計画 

５ 中小企業地域資源活用促進法の認定を受けた地域産業資源活用事業計画 

６ 従前の特別目的資金等により対象となっていた法律の承認・認定等を受けた計画 

対象となる特別の法律等（対象者（１）関係） 

企業変革に向けての新商品又は新技術の研究開発 

１ 概ね 2年以内での企業化を目的とした研究開発計画を有すること 

２ 金融機関の支援体制が確保されていること 

３ 商工会議所等の指導機関の指導を継続して受ける体制が確保されていること 

県の中長期的な施策に関連する事業（対象者（２）関係） 

１ 他で利用されていない知的所有権 

２ 補助金の交付を受けて開発した技術 

３ 公的試験研究機関等が確認 

４ 公的試験研究機関等の技術移転等 

５ 保証協会の新事業認定審査会の認定 

技術又は事業の新規性（対象者（３）関係） 

１ ＩＳＯの取得に取り組む事業（ＩＳＯ１４００１を除く。） 

２ ＨＡＣＣＰの導入に取り組む事業 

３ 経営革新計画を策定して実施する事業 

４ その他必要と認められるもの 

その他知事が特に認めた事業（対象者（５）関係） 


